
 
議事第１号 

千葉開府９００年記念協議会会則（案） 

（目的） 

第１条 この会則は、千葉市（以下「市」という。）のほか、市内市民団体・経済団体・学術団体等の民

間団体により組織される協議会により、大治元(１１２６)年の６月１日に千葉のまちとしての歴史が

始まった千葉開府を記念し、官民あげて実施する千葉開府９００年記念事業（以下「記念事業」とい

う。）の積極的かつ円滑な推進を図るため、千葉開府９００年記念協議会（以下「協議会」という。）を

設置し、必要な事業等を行うことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この会則において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）記念事業 前条の目的を達成するために、協議会又は会員が実施する事業及び、協議会の認証を受

けて市民や企業、団体その他の多様な主体（以下「市民等」という。）が実施する事業 

（２）協議会 別表に定める２２団体により構成される組織 

（３）専門部会 協議会の構成団体同士の議論や活動をより効果的なものとするための仕組みとして、必

要に応じて設置できるものとする。協議会は、第１条に掲げる目的に賛同する別表に掲げる団体によ

り組織し、それぞれの団体は協議会会員とする。 

（事業） 

第３条 協議会は、第１条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事業を行う。 

（１）推進計画の策定に関すること 

（２）協議会が主催する記念事業の企画及び実施に関すること 

（３）構成団体間の情報共有及び連携促進 

（４）構成団体以外の市民・団体・企業等が主催する事業の認証及び参加の促進 

（５）上記のほか記念事業の円滑な推進に関すること 

（組織） 

第４条 協議会は、第１条に掲げる目的に賛同する別表に掲げる団体により組織し、それぞれの団体は協

議会会員とする。 

（会員の責務） 

第５条 会員は、自ら記念事業を積極的に実施するとともに、記念事業の広報、並びに会員同士の連携に

努める。 

２ 会員は、記念事業や広報等の実施状況について、会長に報告をする。 

（役員の職務） 

第６条 協議会に次の役員を置く。  

（１）会長 １人 

（２）副会長 ２人 

（３）監事 ２人 

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名し

た副会長がその職務を代理する。 

４ 監事は、協議会の会計を監査する。 
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（役員の選出） 

第７条 会長は、千葉市長をもって充てる。 

２ 副会長及び監事は、会長が、会員の同意を得て会員の中から選任する。 

（任期等） 

第８条 会員及び役員（以下「会員等」という。）の任期は、協議会が設立されたときから第１４条の規

定に基づき協議会が解散するときまでとする。 

（会議） 

第９条 会長は、協議会を招集し、会議を主宰する。 

２ 協議会は、次に掲げる事項について審議し、決定する。 

（１）事業計画及び事業報告に関すること。 

（２）会則の制定及び改廃に関すること。 

（３）予算及び決算に関すること。 

（４）専門部会に付託及び委任する事項に関すること。 

（５）第７条の規定に基づく役員選任の同意に関すること。 

（６）その他協議会の運営に関すること。 

３ 協議会は、会員の過半数の出席をもって開会し、議事は出席会員の過半数をもって決する。ただし、

可否同数のときは、会長の決するところによる。 

４ やむを得ない理由により会議に出席できない会員は、あらかじめ通知された事項について、書面をも

って表決し、又は代理人に表決を委任することができる。この場合において前項の適用については会議

に出席したものとみなす。 

５ 会長は、協議会の円滑な運営を図るため、特に必要があると認めるときは、会員の書面表決をもって

会議の議決に代えることができる。 

（専門部会） 

第１０条 会長は、協議会の運営に必要と認めた場合、協議会に専門部会を置くことができる。 

２ 専門部会は、協議会から付託された専門的事項について調査審議し、その結果を協議会に報告する。 

３ 専門部会は、次に掲げる者のうちから会長が指名した部会長及び部会員をもって構成する。 

（１）会員 

（２）会員等から推薦を受けた者 

（３）その他会長が特に必要と認める者 

４ 部会長は、専門部会を代表し、会務を総理する。 

５ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長がその職務を行うことができない場合又は不在の場合は、その

職務を代理する。 

６ 前条第３項から第５項までの規定は、専門部会の運営においてこれを準用する。 

７ その他、専門部会に関し必要な事項は、協議会に諮って会長が別に定める。 

（会長の専決処分） 

第１１条 会長は、協議会を招集するいとまがない緊急事項又は協議会の権限に属する事項で軽易なも

のについては、専決処分することができる。 

 

 



 

 3 / 3 

（事務局） 

第１２条 協議会の事務局を千葉市総合政策局総合政策部に置く。 

２ 事務局に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（会計） 

第１３条 協議会の収支予算は、協議会の議決により定め、収支決算については、監事の監査を経て、協

議会の承認を得なければならない。 

２ 協議会の予算は、市の負担金、協賛金、寄附金及びその他の収入をもって充てる。市の負担金の額は、

市の予算の範囲内とする。 

３ 協議会の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

４ その他、協議会の会計について必要な事項は、会長が別に定めるもののほか、市の会計に関する諸規

程等を準用する。 

（解散） 

第１４条 協議会は、その目的が達成されたときに協議会の議決を経て解散する。 

（残余財産の帰属） 

第１５条 協議会が解散する時の収支決算において剰余金が生じたときは、その残余財産は市に帰属す

る。 

（補則） 

第１６条 この会則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

附 則 

この会則は、令和 年 月 日から施行し、協議会において解散が議決されたときにその効力を失う。 

 

別表（第４条関係） 

千葉市 公益財団法人千葉市スポーツ協会 

千葉県警察千葉市警察部 千葉市民生委員児童委員協議会 

国立大学法人千葉大学 社会福祉法人千葉市社会福祉協議会 

千葉商工会議所 千葉市青少年育成委員会 

一般社団法人千葉県経営者協会 公益財団法人千葉市教育振興財団 

千葉県経済同友会 東日本旅客鉄道株式会社千葉支社 

千葉市商店街連合会 千葉みらい農業協同組合 

公益社団法人千葉市観光協会 千葉テレビ放送株式会社 

千葉市町内自治会連絡協議会 株式会社千葉日報社 

千葉市を美しくする会 日本放送協会千葉放送局 

千葉市文化連盟 株式会社ベイエフエム 

 


